
【表紙】
 

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成21年８月７日

【四半期会計期間】 第113期第１四半期（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

【会社名】 新東工業株式会社

【英訳名】 Sintokogio,Ltd.

【代表者の役職氏名】 取締役社長　　永井　淳

【本店の所在の場所】 愛知県名古屋市中村区名駅三丁目28番12号

【電話番号】 名古屋(052)582-9214

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　近藤　浩

【最寄りの連絡場所】 愛知県名古屋市中村区名駅三丁目28番12号

【電話番号】 名古屋(052)582-9214

【事務連絡者氏名】 常務取締役　　近藤　浩

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

株式会社名古屋証券取引所

（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

EDINET提出書類

新東工業株式会社(E01541)

四半期報告書

 1/30



第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第112期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第113期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第112期

会計期間

 
自平成20年４月１日
至平成20年６月30日

 

 
自平成21年４月１日
至平成21年６月30日

 

 
自平成20年４月１日
至平成21年３月31日

 

売上高（百万円） 23,451 13,144 97,164

経常利益又は経常損失（△）（百万

円）
1,487 △730 7,803

四半期（当期）純利益又は四半期純損

失（△）（百万円）
910 △642 3,328

純資産額（百万円） 66,354 64,494 63,632

総資産額（百万円） 109,996 97,954 102,917

１株当たり純資産額（円） 1,188.02 1,156.24 1,140.43

１株当たり四半期（当期）純利益金額

又は四半期純損失金額（△）（円）
16.70 △11.79 61.06

潜在株式調整後１株当たり四半期（当

期）純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 58.9 64.3 60.4

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
205 176 8,271

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△229 △816 △3,717

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,714 △1,098 △1,863

現金及び現金同等物の四半期末（期

末）残高（百万円）
16,990 19,305 20,849

従業員数（人） 3,571 3,580 3,621

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

　　　　２．売上高には消費税等は含まれていない。　

　　　　３．第112期第1四半期累計（会計）期間及び第112期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため、記載をしていない。また、第113期第1四半期連結累計（会計）期間の潜在

株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、1株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため記載をしていない。
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２【事業の内容】

　当第１四半期連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更している。変更の内容については、「第５　経理の状況　

１．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」に記載のとおりである。

　

３【関係会社の状況】

　当第１四半期連結会計期間において、連結子会社であった新東ブレーター株式会社は、平成21年４月１日に当社を存

続会社とする吸収合併方式で解散している。　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況 平成21年６月30日現在

従業員数（人） 3,580

　（注）従業員数は、就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向者

を含む。）である。

(2）提出会社の状況 　　　　　　　　　平成21年６月30日現在

従業員数（人） 1,806

　（注）１．従業員数は、就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）である。

　　　　２．当第１四半期会計期間において、新東ブレーター株式会社を吸収合併したことにより、従業員数が５７０名増加

している。
 
　

EDINET提出書類

新東工業株式会社(E01541)

四半期報告書

 3/30



第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当第１四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

鋳造分野（百万円） 6,015 61.4　

表面処理分野（百万円） 5,151 51.7

環境関連分野（百万円） 1,294 43.7

物流分野（百万円） 737 44.9

メカトロ関連分野（百万円） 794 113.0

その他（百万円） 367 42.4

合計（百万円） 14,361 55.4

　（注）１．金額は、販売価格によっている。

２．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。

３．上記の金額には、消費税等は含めていない。

４．「第５ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」の「事業の種類別セグメント

　

　　情報」に記載の通り、当第1四半期連結会計期間より従来の事業区分のうちの「表面処理分野」と「投射　

　　材・研磨材」を統合して「表面処理分野」とし、従来の７事業区分を６事業区分に変更している。なお、上

　　記の「表面処理分野」に、従来の「投射材・研磨材」の生産高2,651百万円が含まれている。　

(2）受注状況

　当第１四半期連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円）
前年同四半期比
（％）

受注残高（百万円）
前年同四半期比
（％）

鋳造分野 3,079    24.7 26,582 84.3

表面処理分野 5,799    52.5 5,254 83.1

環境関連分野 2,004    67.0 4,592 83.8

物流分野 691    45.5 479 42.5

メカトロ関連分野 36    1.1 2,104 37.5

その他 299    22.6 373 24.5

合計 11,910    36.4 39,387 76.3

　（注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。

２．上記の金額には、消費税等は含めていない。

３．「第５ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」の「事業の種類別セグメント

情報」に記載の通り、当第1四半期連結会計期間より従来の事業区分のうちの「表面処理分野」と「投射材

・研磨材」を統合して「表面処理分野」とし、従来の７事業区分を６事業区分に変更している。なお、上記の

「表面処理分野」に、従来の「投射材・研磨材」の受注高3,167百万円、及び受注残330百万円が含まれてい

る。　
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(3）販売実績

　当第１四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
　　至　平成21年６月30日）

前年同四半期比（％）

鋳造分野（百万円） 5,203 67.9

表面処理分野（百万円） 4,870 49.4

環境関連分野（百万円） 768 24.8

物流分野（百万円） 781 65.0

メカトロ関連分野（百万円） 1,083 155.6

その他（百万円） 437 47.4

合計（百万円） 13,144 56.1

　（注）１．上記の金額は、セグメント間取引の相殺消去後の数値である。

　　　　２．上記の金額には、消費税等は含めていない。

　　　　３．「第５ 経理の状況 １．四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報）」の「事業の種類別セグメント情

報」に記載の通り、当第1四半期連結会計期間より従来の事業区分のうちの「表面処理分野」と「投射材・

研磨材」を統合して「表面処理分野」とし、従来の７事業区分を６事業区分に変更している。なお、上記の

「表面処理分野」に、従来の「投射材・研磨材」の販売実績2,926百万円が含まれている。　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２【事業等のリスク】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。  

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はない。

 

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当第１四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断

したものである。

（１）業績の状況

　当第１四半期の経済状況は、世界的な景気後退による需要の落ち込みで、設備投資はもとより、雇用環境の悪化に

よる消費低迷などで、低調に推移した。

　当社グループの事業環境は、昨年の秋以降、主要な需要先である自動車、建機、工作機械をはじめ幅広い業界での

設備投資抑制や生産調整の影響を受けて、かつてない厳しい状況が継続した。

　こうした情勢下、表面処理分野の消耗材に回復の兆しが見え始めているが、設備需要の回復は今しばらくの期間を

要するものと予想され、当第１四半期の受注高は11,910百万円（前年同四半期比63.6%減）、売上高は13,144百万円

（前年同四半期比43.9%減）、受注残高は39,387百万円（前年同四半期比23.7%減）となった。

収益面については、大幅な売上減少の影響で、営業損失861百万円（前年同四半期は営業利益1,237百万円）、経常

損失730百万円（前年同四半期は経常利益1,487百万円）、四半期純損失642百万円（前年同四半期は純利益910百万

円）という結果となった。

各セグメント別の状況については、次のとおりである。なお、当第１四半期から従来の表面処理分野と投射材・研

磨材を合算して、新たに表面処理分野として表示している。

　

　　 事業の種類別セグメントの業績は次のとおりである。

　[鋳造分野]　

　ロシア向けを中心に欧州市場は堅調に推移したが、国内での自動車業界等の設備投資抑制の継続によって、売上

高は5,203百万円（前年同四半期比32.1％減）となった。営業損益は急激な売上減をコスト削減努力で補えず、88

百万円の損失（前年同四半期は営業利益510百万円）となった。
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　[表面処理分野]　　

　表面処理装置は、造船業界向けへの底堅い需要があったものの、主力の自動車、鉄鋼向けでの売上が低迷した。装

置に使用する投射材・研磨材も需要の落込みが大きく、分野全体の売上高は、4,870百万円（前年同四半期比50.6%

減）となった。営業損益は装置の営業マイナスを投射材等で吸収できず、45百万円の損失（前年同四半期は営業利

益938百万円）となった。

　[環境関連分野]　　

　集塵装置、ＶＯＣガス浄化装置ともに需要先業界全般の投資抑制や計画の先送りによって、売上高は768百万円

（前年同四半期比75.2%減）となった。営業損益は販売減が大きく影響して256百万円の損失（前年同四半期は営

業利益249百万円）となった。

　[物流分野]　　　

　低調な北米市場に加えて、国内ではリフト、コンベアともに自動車関連向けを中心に需要の低迷が継続して、売上

高は、781百万円（前年同四半期比35.0%減）にとどまり、営業損益は122百万円の損失（前年同四半期は営業損失

202百万円）となった。

　[メカトロ関連分野]　　

　海外向けで大型の液晶パネル搬送装置の寄与と試作用の電池製造設備向け精密ホットプレス装置の需要があり、

売上高は1,083百万円（前年同四半期比55.6％増）と伸長し、営業利益は61百万円（前年同四半期は営業利益０百

万円）となった。

　[その他]　　

　自動車業界向け成形機等の低迷により、売上高は925百万円（前年同四半期比38.0％減）、営業損益は１百万円の

損失（前年同四半期は営業損失５百万円）となった。

 

　   所在地別セグメントの業績は次のとおりである。

　[日本]

　タイ市場及びアメリカ市場への売上が増加したが、依然として国内の自動車関連分野で設備投資が抑制されるな

ど需要が低迷していることから、売上高は8,676百万円（前年同四半期比53.8%減）、営業損益は684百万円の損失

（前年同四半期は営業利益1,444百万円）となった。

　[北アメリカ]

　北米市場は、依然として厳しい市場環境が続いているが、大口案件の売上があり、売上高は1,150百万円（前年同

四半期比47.2%増）となったが、コストや製造経費の削減が追いつかず、営業損益は0百万円の損失（前年同四半期

は営業損失118百万円）を計上した。

　[ヨーロッパ]

　欧州市場は、当四半期連結会計期間末のユーロの為替レートが大幅に円高となったが、ロシア市場を中心として

比較的堅調に推移したため、売上高は2,435百万円（前年同四半期比13.0%増）、営業利益は105百万円（前年同

四半期比12.9%減）を計上した。

　[アジア]

　アジア市場は、中国市場を中心に堅調に推移したが、台湾市場の減少により、売上高は1,061百万円（前年同四半

期比23.0%減）、営業利益は108百万円（前年同四半期比9.6%減）を計上した。

　[南アメリカ]

　南アメリカ市場は、ブラジルを始めとして厳しい市場環境が続いており、売上高512百万円（前年同四半期比

39.9%減）であったが、営業利益は原材料のスクラップ価格の下落により、41百万円（前年同四半期比18.0%増）を

計上した。

（２）キャッシュ・フローの状況 

　当第１四半期連結会計期間における現金及び現金同等物の残高（資金）は、前連結会計年度期末と比べて1,543

百万円減少（前連結会計年度比7.4%減）し、19,305百万円となった。

　[営業活動によるキャッシュ・フロー]

　営業活動による資金の増加は、176百万円（前年同四半期比14.4%減）となった。これは主として、たな卸資産の増

加による支出1,151百万円、仕入債務の減少による支出5,090百万円があったものの、売上債権の減少による収入

7,613百万円等に伴って資金が増加したものである。

　[投資活動によるキャッシュ・フロー]

　投資活動による資金の減少は、816百万円（前年同四半期は229百万円の減少）となった。これは主として、有形固

定資産の取得による支出680百万円、投資有価証券の取得による支出207百万円等によるものである。　

　[財務活動によるキャッシュ・フロー]　

　財務活動による資金の減少は、1,098百万円（前年同四半期は1,714百万円の減少）となった。これは、主として短

期借入金の減少による支出632百万円、配当金の支払いによる支出419百万円等によるものである。　　

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題　

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が対処すべき課題について、重要な
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変更はない。

（４）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、369百万円である。

なお、当第1四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はない。

（５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）の経営成績に重要な影響を与える要

因及び経営戦略の現状と見通しについて、重要な変更はない。

（６）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当社グループは、現在、運転資金及び設備投資資金については内部資金または借入により資金調達している。当社

グループは、健全な財政状態を維持することにより、当社グループの成長を持続するために将来必要な運転資金及

び設備投資資金を調達することが可能と考えている。

　なお、資本の財源及び資金の流動性についての指標は以下のとおりである。

 第109期第110期第111期第112期
当第１四半期

連結会計期間末　

　自己資本比率（％） 55.7 57.2 57.1 60.4 64.3

　時価ベースの自己資本比率（％） 85.8 81.8 39.7 31.2 38.0

　キャッシュ・フロー対有利子負債比率 1.3 0.9 1.4 0.8 －

　インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 29.7 35.2 34.0 57.0 3.8

　（注）１．自己資本比率　　　　　　　　　　　　　：自己資本/総資産

　　　　　　時価ベースの自己資本比率　　　　　　　：株式時価総額/総資産

　　　　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率　　：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

　　　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ　　　：営業キャッシュ・フロー/利息の支払額

　各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出している。株式時価総額は、期末株価終値×期末発

行済株式数（自己株式数控除後）により算出している。有利子負債は、利子を支払っているすべての負債

（短期借入金、リース債務、１年以内償還予定社債、社債、長期借入金）を対象としている。営業キャッ

シュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しており、

利息の支払額については、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用している。

　　　  ２．当第１四半期連結会計期間のキャッシュ・フロー対有利子負債比率は、第112期以前と比較対象期間が

　　　　　異なるため、記載していない。　

　　当第１四半期連結会計期間においては、自己資本比率は、利益剰余金が減少したが、支払手形及び買掛金等負債が

減少したこと等により3.9ポイント増加した。時価ベースの自己資本比率は、株式時価総額が上昇したこと等によ

り6.8ポイント増加した。インタレスト・カバレッジ・レシオは、税金等調整前四半期純損失を計上したこと等に

より、53.2ポイント下落した。

（７）経営者の問題認識と今後の方針について

　　当第１四半期連結会計期間において、経営者の問題認識と今後の方針について、重要な変更はない。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第1四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。　

 

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第1四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等について、重要な変更

はない。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はない。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 230,476,000

計 230,476,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成21年６月30日）

提出日現在発行数(株)
（平成21年８月７日）

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 56,554,009 56,554,009
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

単元株式数

100株　

計 56,554,009 56,554,009 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項なし

（３）【ライツプランの内容】

該当事項なし　

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成21年４月１日～

平成21年６月30日
－ 56,554 － 5,752 － 6,195

 

（５）【大株主の状況】

　当第1四半期会計期間において、住友信託銀行株式会社から、平成21年６月22日付の大量保有報告書の写しの

送付があり、平成21年６月15日現在で2,834千株を保有している旨の報告を受けているが、株主名簿の記載内容

が確認できないため、当社として実質所有株式数の確認ができていない。

　なお、住友信託銀行株式会社の大量保有報告書の写しの内容は以下のとおりである。　

 　　　 大量保有者　　　　　　　　　住友信託銀行株式会社

　　　　住所　　　　　　　　　　　　大阪市中央区北浜四丁目５番33号

　　　　保有株券等の数　　　　　　　株式　2,834,900株

　　　　株券等有割合　　　　　　　　5.01％
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（６）【議決権の状況】

　　　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた　

　　め、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年３月31日）に基づく株主名簿による記載を　

　　している。

　　

①【発行済株式】

 平成21年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式   2,053,300
― 　　　　　―

完全議決権株式（その他） 普通株式  54,379,300 543,783（注）

単元未満株式 普通株式     121,409 ― ―

発行済株式総数 　　　　   56,554,009 ― ―

総株主の議決権 ― 543,783 ―

　（注）　「完全議決権株式（その他）」欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式

1,000株が含まれている。なお、「議決権の数」欄には、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有し

ていない株式に係る議決権の数10個を含めていない。

②【自己株式等】

 平成21年６月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

新東工業（株）

（注）

名古屋市中村区名

駅三丁目28番12号
2,053,300－ 2,053,300 3.63

計 － 2,053,300－ 2,053,300 3.63

　（注）　１.上記のほか、株主名簿上は当社名義となっているが実質的に所有していない株式が、1,000株ある。

　　　　　　なお、当該株式数は「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」欄に含まれている。

２.当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は2,054,100株である。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年
４月

５月 ６月

最高（円） 650 770 796

最低（円） 571 634 645

　（注）　株価は、東京証券取引所（市場第一部）におけるものである。

３【役員の状況】

　　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はない。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成している。

　なお、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表

規則に基づき、当第１四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成してい

る。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、当第１四

半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び当第１四半期連結累計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レ

ビューを受けている。

　なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツと

なっている。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,361 16,150

受取手形及び売掛金 22,849 30,268

有価証券 6,390 5,284

製品 1,751 1,649

仕掛品 8,740 7,508

原材料及び貯蔵品 3,037 3,017

その他 3,447 3,494

貸倒引当金 △178 △160

流動資産合計 59,401 67,211

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 6,118

※1
 6,173

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 4,369

※1
 4,557

土地 4,871 4,821

その他（純額） ※1
 1,779

※1
 1,213

有形固定資産合計 17,139 16,765

無形固定資産

のれん 64 59

その他 854 793

無形固定資産合計 919 852

投資その他の資産

投資有価証券 17,198 14,659

その他 3,360 3,492

貸倒引当金 △63 △64

投資その他の資産合計 20,494 18,087

固定資産合計 38,552 35,705

資産合計 97,954 102,917
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 10,096 15,093

短期借入金 2,443 2,956

未払法人税等 393 578

賞与引当金 835 1,598

役員賞与引当金 16 126

プラント保証引当金 591 491

受注損失引当金 22 30

環境安全対策引当金 2 2

その他 11,417 10,741

流動負債合計 25,817 31,618

固定負債

社債 2,600 2,600

長期借入金 343 358

退職給付引当金 2,835 2,826

役員退職慰労引当金 131 178

環境安全対策引当金 323 323

その他 1,407 1,379

固定負債合計 7,641 7,666

負債合計 33,459 39,285

純資産の部

株主資本

資本金 5,752 5,752

資本剰余金 6,248 6,248

利益剰余金 50,733 51,811

自己株式 △1,139 △1,138

株主資本合計 61,594 62,673

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,075 1,484

為替換算調整勘定 △1,655 △2,003

評価・換算差額等合計 1,420 △519

少数株主持分 1,479 1,478

純資産合計 64,494 63,632

負債純資産合計 97,954 102,917
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

売上高 23,451 13,144

売上原価 17,301 9,808

売上総利益 6,150 3,336

販売費及び一般管理費 ※1
 4,912

※1
 4,198

営業利益又は営業損失（△） 1,237 △861

営業外収益

受取利息 47 37

受取配当金 186 108

負ののれん償却額 2 0

持分法による投資利益 28 35

その他 70 60

営業外収益合計 334 243

営業外費用

支払利息 38 31

その他 45 81

営業外費用合計 84 112

経常利益又は経常損失（△） 1,487 △730

特別利益

投資有価証券売却益 14 0

その他 0 －

特別利益合計 14 0

特別損失

投資有価証券評価損 6 －

その他 0 0

特別損失合計 7 0

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,495 △731

法人税、住民税及び事業税 122 101

法人税等調整額 437 △154

法人税等合計 559 △53

少数株主利益又は少数株主損失（△） 24 △35

四半期純利益又は四半期純損失（△） 910 △642
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,495 △731

減価償却費 480 467

のれん償却額 － 0

負ののれん償却額 △2 －

賞与引当金の増減額（△は減少） △978 △765

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △69 △115

受注損失引当金の増減額（△は減少） △0 △8

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8 6

退職給付引当金の増減額（△は減少） 108 7

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10 △46

未払役員退職慰労金の増減額（△は減少） △232 －

環境安全対策引当金の増減額（△は減少） △3 －

受取利息及び受取配当金 △233 △145

支払利息 38 31

持分法による投資損益（△は益） △28 △35

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △7 △0

売上債権の増減額（△は増加） 1,763 7,613

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,203 △1,151

仕入債務の増減額（△は減少） △362 △5,090

未払消費税等の増減額（△は減少） △31 △272

前受金の増減額（△は減少） 1,427 473

その他 561 101

小計 1,723 338

利息及び配当金の受取額 249 156

利息の支払額 △49 △46

法人税等の支払額 △1,717 △291

法人税等の還付額 － 19

営業活動によるキャッシュ・フロー 205 176

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △0 △71

定期預金の払戻による収入 50 114

有価証券の取得による支出 － △0

有価証券の売却及び償還による収入 29 100

有形固定資産の取得による支出 △662 △680

有形固定資産の売却による収入 7 1

投資有価証券の取得による支出 △203 △207

投資有価証券の売却及び償還による収入 615 1

貸付金の回収による収入 2 6

無形固定資産の取得による支出 △11 △81

その他 △57 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △229 △816
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（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
　至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 244 △632

ファイナンス・リース債務の返済による支出 － △19

長期借入金の返済による支出 △35 △15

社債の償還による支出 △1,501 －

自己株式の取得による支出 △1 △0

配当金の支払額 △381 △419

少数株主への配当金の支払額 △37 △10

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,714 △1,098

現金及び現金同等物に係る換算差額 △190 195

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,928 △1,543

現金及び現金同等物の期首残高 18,918 20,849

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 16,990

※1
 19,305
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項の変更　　　　 　(１)連結の範囲の変更

　　 前連結会計年度まで連結子会社であった新東ブレーター(株)は、平成21 

年４月１日をもって、新東工業(株)を存続会社とする吸収合併により解散

している。

　(２)変更後の連結子会社の数

　　30社

２．会計処理基準に関する事項の変更　　 　売上高及び売上原価の計上基準の変更　

　機械装置の製造等に係る収益の計上基準については、従来、出荷基準及び

検収基準を適用していたが、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基

準第15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19年12月27日）を当第１四半期

連結会計期間より適用し、当第１四半期連結会計期間に着手した契約か

ら、当第１四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が

認められる機械装置の製造等については工事進行基準（工事の進捗率の

見積りは原価比例法）を、その他については出荷基準及び検収基準を適用

している。

     これにより、売上高は65百万円増加し、営業損失、経常損失及び税金等調

整前四半期純損失は、それぞれ13百万円減少している。

     なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載している。　　　　　　

　　　　　　　　　

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

　（四半期連結貸借対照表関係）

　　　「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令

第50号）の適用に伴い、前第1四半期連結会計期間において、流動資産の「その他」に含めていた「貯蔵品」を、当

第1四半期連結会計期間より「原材料及び貯蔵品」に含めて表示している。

　　　なお、前第1四半期連結会計期間の流動資産の「その他」に含まれる貯蔵品は1,362百万円、当第1四半期連結会計期

間の「原材料及び貯蔵品」に含まれる貯蔵品は1,486百万円である。
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【簡便な会計処理】

 
当第１四半期連結会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１.一般債権の貸倒見積高の算定方法 　貸倒実績率が前連結会計年度末に算定したものと比べて著しい変化がない

と認められる場合、前連結会計年度末で使用した貸倒実績率を使って貸倒見

積高を算定している。

２.棚卸資産の評価方法 　当第１四半期連結会計期間末における棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を

省略し前連結会計年度に係る実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算

定している。　

　棚卸資産の簿価切下げに関しては収益性の低下が明らかなものについての

み正味売却価額を見積り、簿価切下げを行っている。また、営業循環過程から

外れた滞留又は処分見込等の棚卸資産で前連結会計年度末において帳簿価額

を処分見込価額まで切り下げているものについては、前連結会計年度以降に

著しい変化がないと認められる限り、前連結会計年度末における貸借対照表

価額で計上している。　

３.法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法

　法人税等の納付税額は、主として重要な加減算項目や税額控除項目に限定し

て算定している。

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営

環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化がないと認められる場合、

前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニン

グを利用する方法によっている。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

 ※１.有形固定資産の減価償却累計額は、27,498百万円で

ある。

※１.有形固定資産の減価償却累計額は、26,876百万円で

ある。

　　２．保証債務

　　　 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

　　 対して、次のとおり保証を行っている。

　 ２．保証債務

　　　 連結会社以外の会社の金融機関からの借入金等に

　　 対して、次のとおり保証を行っている。

韓国新東工業株式会社 77百万円

（外貨建 1,000,000千ウォン）

サイアムブレーター社 13百万円

（外貨建  4,500千バーツ）

計 90百万円

韓国新東工業株式会社 72百万円

（外貨建  1,000,000千ウォン）

サイアムブレーター社 12百万円

（外貨建   4,500千バーツ）

計 85百万円

３．手形割引高、裏書譲渡高及び輸出手形割引高 ３．手形割引高、裏書譲渡高及び輸出手形割引高

受取手形割引高 93百万円

受取手形裏書譲渡高 6百万円

輸出手形割引高 159百万円

受取手形割引高 114百万円

受取手形裏書譲渡高 14百万円

輸出手形割引高 333百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額　

　　は、次のとおりである。

※１．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額　

　　は、次のとおりである。

報酬及び給料手当 1,840百万円

貸倒引当金繰入額   4百万円

賞与引当金繰入額    354百万円

役員賞与引当金繰入額   28百万円

退職給付費用    112百万円

役員退職慰労引当金繰入額   8百万円

報酬及び給料手当 1,680百万円

貸倒引当金繰入額  7百万円

賞与引当金繰入額    326百万円

役員賞与引当金繰入額 16百万円

退職給付費用   114百万円

役員退職慰労引当金繰入額 5百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目との関係

※１．現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目との関係

現金及び預金勘定    13,165百万円

預入が３ヶ月を超える定期預金 △379百万円

有価証券勘定のうちＭＭＦ等 4,204百万円

現金及び現金同等物   16,990百万円

現金及び預金勘定 13,361百万円

預入が３ヶ月を超える定期預金 △372百万円

有価証券勘定のうちＭＭＦ等 6,316百万円

現金及び現金同等物 19,305百万円
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　

平成21年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

普通株式　56,554千株　

 

２．自己株式の種類及び株式数

普通株式　 2,054千株

 

３．配当に関する事項

　配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成21年５月25日

取締役会
普通株式 436 8.0平成21年３月31日平成21年６月11日利益剰余金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
鋳造分野
（百万円）

表面処理
分　　野
（百万円）

環境関連
分　　野
（百万円）

物流分野
（百万円）

メカトロ
関連分野
（百万円）

　投射材・
研磨材
（百万円）

その他
（百万円）

計
（百万円）

消　　去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                         

(1)外部顧客に対する

売上高
7,658 4,591 3,103 1,202 696 5,277 922 23,451 － 23,451

(2)セグメント間の内

部売上高又は振替

高

－ － － － － 310 569 880 (880) －

計 7,658 4,591 3,103 1,202 696 5,588 1,492 24,332 (880) 23,451

営業利益

（△は営業損失）
510 419 249 △202 0 518 △5 1,490 (253) 1,237

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

　当連結グループ製品は、各分野にわたって販売されており、事業区分は下記のとおり区分した。

事業区分 主要製品名

鋳造分野 鋳型造型装置、Ｖプロセス装置、鋳物砂処理装置、鋳造用ショットブラストマシ

ン、鋳造分野部分品　等

表面処理分野 ショットブラストマシン、エアーブラストマシン、プラスチックディフラッ

シャー、ショットピーニングマシン、バレル研磨機、表面処理分野部分品　等

環境関連分野 集塵装置、粉粒体処理装置、脱臭装置、消音装置、廃水処理装置、排ガス処理装置、

溶融・飛灰処理システム、環境関連分野部分品　等

物流分野 昇降装置、グラビティコンベア、搬送システム　等

メカトロ関連分野 液晶パネル製造装置、同自動ライン（供給・搬送装置含む）、ハンドリングロ

ボット、サーボシリンダー、検査・計測装置、電子部品組立装置、コントロー

ラー、メカトロ関連分野部分品　等

投射材・研磨材 投射材、研磨材、耐摩耗材　等

その他 ブラスト工事、成形装置、型、設計、セラミックス部品　等

２．会計処理の方法の変更

   当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表の作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱

い」（実務対応報告第18号 平成18年５月17日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に

比べて、営業利益が、鋳造分野で６百万円増加した。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
鋳造分野
（百万円）

表面処理
分　　野
（百万円）

環境関連
分　　野
（百万円）

物流分野
（百万円）

メカトロ
関連分野
（百万円）

  その他    （百
万円）

計
（百万円）

消　　去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1)外部顧客に対する売上高 5,203 4,870 768 781 1,083 437 13,144 － 13,144

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － 487 487 (487) －

計 5,203 4,870 768 781 1,083 925 13,632 (487) 13,144

営業利益

（△は営業損失）
△88 △45 △256 △122 61 △1 △452 (408) △861

（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品の名称

当連結グループ製品は、各分野にわたって販売されており、事業区分は下記のとおり区分した。
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事業区分 主要製品名

鋳造分野 鋳型造型装置、Ｖプロセス装置、鋳物砂処理装置、鋳造用ショットブラストマシ

ン、鋳造分野部分品　等

表面処理分野 ショットブラストマシン、エアーブラストマシン、プラスチックディフラッ

シャー、ショットピーニングマシン、バレル研磨機、表面処理分野部分品、投射

材、研磨材、耐摩耗材　等

環境関連分野 集塵装置、粉粒体処理装置、脱臭装置、消音装置、廃水処理装置、排ガス処理装置、

環境関連分野部分品　等

物流分野 昇降装置、グラビティコンベア、搬送システム　等

メカトロ関連分野 液晶パネル製造装置、同自動ライン（供給・搬送装置含む）、ハンドリングロ

ボット、サーボシリンダー、検査・計測装置、電子部品組立装置、コントロー

ラー、メカトロ関連分野部分品　等

その他 成形装置、型、セラミックス部品　等

２．会計処理の方針の変更　

当社及び国内連結子会社は、「第５ 経理の状況」の「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項等の変更」２.に記載の通り、当第1四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第

15号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成

19年12月27日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、「鋳造分野」で７百万円、

「表面処理分野」で36百万円、「環境関連分野」で21百万円、売上高が増加し、営業損失がそれぞれ０百万円、９

百万円、３百万円減少している。　

３．事業区分の変更

従来、事業の種類別セグメントの事業区分は「鋳造分野」「表面処理分野」「環境関連分野」「物流分野」

「メカトロ関連分野」「投射材・研磨材」「その他」の７事業区分に分類していたが、当第1四半期連結会計期

間より「鋳造分野」「表面処理分野」「環境関連分野」「物流分野」「メカトロ関連分野」「その他」の６事

業区分に変更している。

この事業区分の変更は、平成21年４月１日に当社の連結子会社であった新東ブレーター株式会社を吸収合併し

たことにより、ショットブラストなどの「表面処理装置」の事業部門と、これに使用する「投射材・研磨材」の

事業部門を統合したことによる事業管理体制の変更に伴うものである。

　上記の事業区分変更により、当第1四半期連結会計期間の「表面処理分野」の外部顧客に対する売上高が2,926

百万円増加し、営業損失が213百万円減少している。

　なお、前第1四半期連結累計期間のセグメント情報を当第1四半期連結累計期間において用いた事業区分の方法

により区分すると次のとおりである。　

前第1四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）　

 
鋳造分野
（百万円）

表面処理
分　　野
（百万円）

環境関連
分　　野
（百万円）

物流分野
（百万円）

メカトロ
関連分野
（百万円）

  その他    （百
万円）

計
（百万円）

消　　去
又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                     

(1)外部顧客に対する売上高 7,658 9,868 3,103 1,202 696 922 23,451 － 23,451

(2)セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － － － － 569 569 (569) －

計 7,658 9,868 3,103 1,202 696 1,492 24,021 (569) 23,451

営業利益

（△は営業損失）
510 938 249 △202 0 △5 1,490 (253) 1,237

EDINET提出書類

新東工業株式会社(E01541)

四半期報告書

22/30



【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 
日本

（百万円）
北アメリカ
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

南アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は　
　全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(1)外部顧客に対

する売上高
18,553 779 2,1211,144 853 23,451 － 23,451

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

235 2 34 233 － 506 (506) －

計 18,789 781 2,1561,378 853 23,958 (506)23,451

営業利益

（△は営業損失）
1,444 △118 120 119 34 1,602 (364)1,237

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)北アメリカ…………アメリカ

(2)ヨーロッパ…………ドイツ

(3)アジア………………中国、台湾

(4)南アメリカ…………ブラジル

３．会計処理の方法の変更

   当第１四半期連結会計期間より「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ

て、営業利益が北アメリカで６百万円、ヨーロッパ０百万円それぞれ増加した。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 
日本

（百万円）
北アメリカ
（百万円）

ヨーロッパ
（百万円）

アジア
（百万円）

南アメリカ
（百万円）

計
（百万円）

消去又は
全社

（百万円）

連結
（百万円）

売上高                                 

(1)外部顧客に対

する売上高
8,586 1,150 1,922 983 500 13,144 － 13,144

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

89 － 513 78 11 692 (692) －

計 8,676 1,150 2,4351,061 512 13,837 (692)13,144

営業利益

（△は営業損失）
△684 △0 105 108 41 △429 (432)△861

（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域

(1)北アメリカ…………アメリカ

(2)ヨーロッパ…………ドイツ

(3)アジア………………中国、台湾

(4)南アメリカ…………ブラジル

３．会計処理の方法の変更

　当社及び国内連結子会社は、「第５ 経理の状況」の「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

等の変更」２.に記載の通り、当第1四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、外部顧客に対する売上高が

「日本」で65百万円増加し、営業損失が13百万円減少している。
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【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日）

 北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 910 2,038 2,490 871 6,311

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 23,451

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
3.9 8.7 10.6 3.7 26.9

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1)北アメリカ…………アメリカ・カナダ

(2)ヨーロッパ…………ドイツ・ロシア

(3)アジア………………中国・台湾

(4)その他の地域………ブラジル

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

 北アメリカ ヨーロッパ アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 1,430 1,375 3,374 469 6,649

Ⅱ　連結売上高（百万円）                 13,144

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高

の割合（％）
10.9 10.5 25.7 3.6 50.6

　（注）１．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。

２．各区分に属する主な国又は地域

(1)北アメリカ…………アメリカ・カナダ

(2)ヨーロッパ…………ドイツ・ロシア　

(3)アジア………………中国・台湾

(4)その他の地域………ブラジル

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

４．会計処理の方法の変更

　当社及び国内連結子会社は、「第５ 経理の状況」の「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

等の変更」２.に記載の通り、当第1四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15

号　平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号　平成19

年12月27日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、海外売上高が「アジア」で７

百万円増加している。　

（有価証券関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

著しい変動がないため、記載していない。

　

（デリバティブ取引関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）

著しい変動がないため、記載していない。
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（企業結合等関係）

当第１四半期連結会計期間

（自　平成21年４月１日

  　至　平成21年６月30日）

１．結合当事企業の名称及び事業の内容、企業結合の法的形式、結合後企業の名称並びに取引の目的を含む取引

　　の概要

（1） 結合当事企業の名称及び事業の内容

①結合企業

　名称　新東工業（株）（当社）

　事業の内容　鋳造装置、表面処理装置、環境関連装置、粉粒体処理装置、成形装置・型等の製造及び販売

②被結合企業

　名称　新東ブレーター（株）（当社の完全子会社）

　事業の内容　表面処理装置、メカトロ関連装置及び投射材・研磨材等の製造・販売

 

（2） 企業結合の法的形式及び結合後企業の名称

　当社を存続会社、新東ブレーター（株）を消滅会社とする吸収合併であり、結合後企業の名称は新東工業（株）

となっている。なお、合併による新株式の発行及び資本金の増加はない。

 

（3） 取引の目的を含む取引の概要

  当社と新東ブレーター（株）の表面処理事業と一体化することで両社の強みを融合し、「表面処理装置」、

「投射材・研磨材」及び「安定操業サポート」の３つをトータルにお届けする「３魅一体」をビジネスモデル

として、表面処理事業をトータルかつグローバルに成長させ、「世界の表面処理リーディングカンパニー」の実

現と、持続的成長への積極的かつ集中的な事業投資を推進して、更なる発展と成長を図ることを目的として、平成

21年４月１日付で合併した。

 

２．実施した会計処理の概要

　上記合併は、「企業結合に係る会計基準」（企業会計審議会　平成15年10月31日公表分）及び「企業結合会計基

準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　平成18年12月22日）に基づき、

共通支配下の取引として会計処理を行っている。

　

次へ
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成21年６月30日）

前連結会計年度末
（平成21年３月31日）

１株当たり純資産額 1,156.24円 １株当たり純資産額 1,140.43円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 16.70円 １株当たり四半期純損失金額 △11.79円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載していない。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式

が存在しないため記載していない。

　（注）　１株当たり四半期純利益又は四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（百万円） 910 △642

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（百万円）
910 △642

期中平均株式数（千株） 54,507 54,500

（重要な後発事象）

　　　該当事項なし　

 

（リース取引関係）

当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日）

著しい変動がないため、記載していない。
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２【その他】

（１）決算日後の状況

　特記事項なし。

 

（２）訴訟

　現在係争中の訴訟事件は、次のとおりである。

 

　当社は、ＡＳＲ溶融リサイクル設備（以下「本件設備」という）の納入先であるシモダ産業株式会社から損害

賠償請求訴訟を受けました。（新潟地方裁判所長岡支部　送達日付　平成20年２月４日）

　当社が平成13年に締結した請負契約に係わる瑕疵担保責任に基づく損害賠償請求事件であり、裁判所で審理が進

められています。

　シモダ産業株式会社は、平成19年７月に発生した中越沖地震によってほぼ全壊した本件設備に重大な瑕疵があ

ったと主張しておりますが、当社としては、本件設備に重大な瑕疵は存在せず、使用不能となった原因は中越沖

地震によるものであり、かかる損害賠償請求は失当であると確信しております。

 

（３）配当に関する事項

平成21年５月25日開催の取締役会において、前連結会計年度の期末配当に関し、次のとおり決議した。

①配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・436,005,536円

②１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・８円00銭

③支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・平成21年６月11日

（注）平成21年３月31日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行う。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    平成２０年８月７日

新東工業株式会社    

取締役会　御中   

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　正明　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 内山　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新東工業株式会

社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成２０年４月１日

から平成２０年６月３０日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新東工業株式会社及び連結子会社の平成２０年６月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　報

告書提出会社）が別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

    平成　21年８月４日

新東工業株式会社    

取締役会　御中   

 有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 松岡　正明　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 内山　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新東工業株式会

社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２１年４月１日

から平成２１年６月３０日まで）及び第1四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年６月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計

算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立

場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新東工業株式会社及び連結子会社の平成２１年６月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

  

追記情報

　セグメント情報の「事業の種類別セグメント情報」の「（注）３．事業区分の変更」に記載されているとおり、会社は

当第1四半期連結会計期間から事業区分を変更している。

　

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期　報

告書提出会社）が別途保管している。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていない。
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